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図表 土地・不動産情報ライブラリのイメージ

 

 

４．不動産 ID のルール整備 

現状、我が国の不動産については、土地・建物のいずれも、幅広い主体で共通で用いられている番号

（ID）が存在せず、住所・地番の表記ゆれにより、同一物件か否かが直ちには分からない状態となってい

る。このため、不動産仲介・開発等の際に、多様な主体が保有する情報を収集し、名寄せをしようとする

場面や、消費者に的確な情報を発信しようとする場面で手間や時間がかかっており、不動産分野におけ

る情報連携等の課題となっている。 

このような背景を踏まえ、官民の各主体が保有する不動産関連情報の連携・蓄積・活用を促進すること

を通じて、不動産業界全体の生産性の向上、市場の活性化及び透明化を図るとともに、今後、本格的な

デジタル社会を迎えるに当たって、不動産DXを推進する上での情報基盤整備の一環として、令和３年度

に、不動産を一意に特定することができる、各不動産の共通コードとしての「不動産ID」のルールを整備

し、令和４年度から順次運用開始を予定している。 

今後、「不動産ID」と不動産関連情報の紐付けの促進や、まちづくり等の幅広い分野での活用に向け

た環境整備の在り方について検討を実施していくこととしている。 

 

図表 不動産IDの活用イメージ（情報の名寄せ・紐付けの容易化） 

  

	4	 不動産IDのルール整備

現状、我が国の不動産については、土地・建物のいずれも、幅広い主体で共通で用いられ
ている番号（ID）が存在せず、住所・地番の表記ゆれにより、同一物件か否かが直ちには
分からない状態となっている。このため、不動産仲介・開発等の際に、多様な主体が保有す
る情報を収集し、名寄せをしようとする場面や、消費者に的確な情報を発信しようとする場
面で手間や時間がかかっており、不動産分野における情報連携等の課題となっている。
このような背景を踏まえ、官民の各主体が保有する不動産関連情報の連携・蓄積・活用を
促進することを通じて、不動産業界全体の生産性の向上、市場の活性化及び透明化を図ると
ともに、今後、本格的なデジタル社会を迎えるに当たって、不動産DXを推進する上での情
報基盤整備の一環として、令和３年度に、不動産を一意に特定することができる、各不動産
の共通コードとしての「不動産ID」のルールを整備し、令和４年度から順次運用開始を予
定している。
今後、「不動産ID」と不動産関連情報の紐付けの促進や、まちづくり等の幅広い分野での
活用に向けた環境整備の在り方について検討を実施していくこととしている。

図表2-3-5 不動産IDの活用イメージ（情報の名寄せ・紐付けの容易化）

ID ・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り

IDが同じなので、同一物件ですね︕

IDを突合するだけで、同一物件か判断でき、
物件情報の名寄せ・紐付けが容易化。

ID ID ・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

［新規物件情報］

住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

この住所、この外観は同じ物件︖︖
建物名は同じかな︖

［新規物件情報］

住所・地番・建物名・外観等、複数の情報を
手がかりに既存の情報との突合を行わなければ
ならず手間・時間がかかる。

資料：国土交通省
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	3	 土地・不動産情報ライブラリの構築

土地・不動産の関連情報は、官民ともに多様な情報が散在し、システム整備・運営等の面
で多重に費用を要するだけでなく、必要な情報へのアクセスコストが増大することで、不動
産流通の活性化と土地・不動産分野でのDX6 促進の障壁となっている。このため、国土交
通省では、誰もが容易に利用することができ、外部サイトとのデータの連携を図るWEBシ
ステムとして、土地・不動産の関連情報を可視化する「土地・不動産情報ライブラリ」の構
築・運用の検討を進めている。
「土地・不動産情報ライブラリ」は、国民や事業者など不動産に関わるあらゆる人が必要

な情報にスムーズにアクセスすることを可能とし、不動産取引情報における非対称性の解消
の推進、不動産市場透明性の向上、不動産取引の活性化、散在する情報探索コストの低減等
の実現を図ることを目的としている。

当面は、個人をメインターゲットに据え、地価公示、不動産取引価格、ハザード、都市計
画、公共交通、教育・医療・福祉施設等に関する情報を地図上に重ね合わせて表示させる
WEBシステムを令和４年度から５年度にかけて構築し、令和６年度からの運用開始を目指
して、現在必要となる準備を進めているところである。

図表2-3-4 土地・不動産情報ライブラリのイメージ

❓

❓

地価公示？
地域情報？

土地・不動産情報ライブラリ

不動産取引価格
ハザード
公共交通

❓
必要な情報に

スムーズにアクセスできる地方公共団体
HP

❓

外部サイトとの
データ連携（API）

地価公示
都市計画
教育・医療・福祉施設

取引価格情報
地価公示

都道府県地価調査
・
・

災害履歴
土地利用

・
・

資料：国土交通省
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第２部 令和３年度土地に関して講じた基本的施策 

（略） 

 

 

第３部 令和４年度土地に関する基本的施策 

第１章 土地の利用及び管理に関する計画の策定等 

第１節 国土計画における適正な土地利用の推進 

平成 27 年８月に閣議決定された「第五次国土利用計画（全国計画）」に基づき、適切な国土管理を実

現する国土利用、自然環境と美しい景観等を保全・再生・活用する国土利用、安全・安心を実現する国

土利用の３つを基本方針として、土地利用や国土管理に関する必要な検討や、各種指標等を活用した

効果的な計画の推進を行うとともに、政府のデジタル田園都市国家構想を踏まえながら、デジタルを前提

とした国土づくりを目指す新たな国土形成計画の策定に向け、国土審議会計画部会での検討を進め、令

和４年夏に中間とりまとめを公表する。広域地方計画については、骨子とりまとめに向けた議論を進める。 

また、全国計画を基本とする都道府県計画及び市町村計画の円滑な変更・推進のため、調査や情報

提供等必要な措置を講じる。 

さらに、人口減少下における国土の管理水準の低下が今後取り組むべき主要な課題として「国土利用

計画（全国計画）」に位置付けられていることを踏まえ、人口減少下における適切な国土管理の在り方を

示す「国土の管理構想」（令和３年６月）に基づき、モデル事業を通じて市町村や地域における取組等を

推進する。 

 

第２節 都市計画における適正な土地利用の推進 

都市計画区域ごとに定められている「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（都市計画区域マ

スタープラン）について、社会情勢の変化等に対応した適切な運用を促進する。また、人口減少や少子

高齢化の進展の中で、居住者の健康・快適な暮らしや持続可能な都市経営を実現するため、市町村に

よる「都市再生特別措置法」（平成 14 年法律第 22 号）に基づく立地適正化計画の作成を支援し、コンパ

クトシティの形成を促進する。 

また、激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」

（令和２年法律第 43 号）に基づき、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、災害ハザードエリアか

らの移転の促進、立地適正化計画の居住誘導区域内での防災対策の促進を図ることにより、防災対策

等とも連携した適正な土地利用を進める。 

さらに、立地適正化計画と一体となった地域公共交通計画の策定と計画に係る事業を実施することに

より、地方公共団体が中心となった地域公共交通ネットワークの形成を図り、コンパクトシティ施策と連携

した適正な土地利用の誘導を促進する。 

 



 

43 

 

第３節 農業振興地域整備計画等による優良農地の確保と有効利用の取組の推進 

優良農地の確保と有効利用の取組を推進するため、「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44

年法律第 58 号）に基づく農業振興地域の指定及び農業振興地域整備計画の策定等を通じ、農業振興

に関する施策を計画的に推進するとともに、「農業経営基盤強化促進法」（昭和 55 年法律第 65 号）、「農

地中間管理事業の推進に関する法律」（平成 25 年法律第 101 号）等に基づき、人・農地プラン等を通じ

た農地の集積・集約化の促進及び農地の農業上の適正かつ効率的な利用を図る。 

 

第４節 森林計画等による適正な利用・管理の推進 

森林の適正な利用及び管理については、「森林法」（昭和 26 年法律第 249 号）に基づく森林計画制度

等の運用を通じ、森林の有する多面的機能の十分な発揮を確保するための造林・間伐等の適切な推進

を図るとともに、「森林経営管理法」（平成 30 年法律第 35 号）に基づく森林の経営管理の集積・集約化を

進める。 

 

第２章 適正な土地利用及び管理の確保を図るための施策 

第１節 地方創生・都市再生の推進等 

１ 地方創生の推進 

デジタル技術の活用により、地域の個性を活かしながら、地方を活性化し、持続可能な経済社会の実

現を目指すデジタル田園都市国家構想の実現に向け、デジタル田園都市国家が目指す将来像を見据

えながら、中長期的に取り組んでいくべき施策について、デジタル田園都市国家構想実現会議において

集中的に議論を進め、実行すべき具体的な構想を取りまとめる。さらに、本構想では、「デジタル基盤の

整備」、「デジタル人材の育成・確保」、「地方の課題を解決するためのデジタル実装」及び「誰一人取り残

されないための取組」の４つの視点から各施策を実施していく。 

また、国・地方が一体となった地方創生の取組を推進するため、国家戦略特区、構造改革特区、総合

特区、SDGs 未来都市、「環境未来都市」構想、都市再生、地域再生及び中心市街地活性化をはじめと

する各般の施策を総合的・効果的に実現していくための取組を推進する。 

さらに、デジタル田園都市国家構想の実現に向けて、データの連携や先端的サービスの実施を通じて

地域課題の解決を図るため、スーパーシティ型国家戦略特区とデジタル田園健康特区における規制改

革を強力に推進する。 

 

２ 都市再生の推進 

「都市再生特別措置法」に基づき指定された都市再生緊急整備地域（令和４年３月末現在 51 地域）に

おいては、税制措置や都市計画の特例等、一般財団法人民間都市開発推進機構（以下「MINTO 機構」

という。）がミドルリスク資金の調達を支援するメザニン支援業務といった各種支援措置の積極的活用を推

進する。 

また、令和４年度より、環境に配慮した民間都市開発事業に対する支援の充実化により都市の脱炭素

化を推進する。 
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３ 民間能力の活用の推進等 

PPP/PFI 手法導入を優先的に検討する仕組みについて、引き続き、優先的検討規程の策定・運用状

況の「見える化」、フォローアップ等を通じた人口規模に応じた課題・ノウハウの抽出と横展開により、策定

済の地方公共団体における的確な運用、人口 20 万人以上で未策定の地方公共団体における速やかな

策定を図るとともに、地域の実情や運用状況、先行事例を踏まえ、人口 20 万人未満の地方公共団体へ

の適用拡大を図る。 

 

第２節 災害に強いまちづくりの推進 

土地の用途に関わらず全国一律の基準により、人家等に被害を及ぼしうる盛土等の行為を都道府県

知事等の許可の対象とし、安全性を確保するとともに、土地所有者や盛土等の行為者の責任の明確化、

罰則の強化等の措置を講ずる「宅地造成等規制法の一部を改正する法律」（令和４年法律第 55 号）が令

和４年５月に公布されたところであり、引き続き、円滑な施行に向けて、運用ガイドラインの策定・周知や都

道府県等に対する助言等を行う。 

 

第３節 低未利用土地の利用促進等 

令和４年４月 27 日に成立し、５月９日に公布された「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別

措置法の一部を改正する法律」（令和４年法律第 38 号）で指定制度が創設された所有者不明土地利用

円滑化等推進法人をはじめとする、行政と民間の専門家等により構成され、地域における相談体制の構

築や空き地・空き家の情報共有をしつつ、土地の適正な利用・管理に向けたマッチング・コーディネート、

土地所有者等に代わる管理などの機能を担う団体の取組や、空き家のリノベーション等による低未利用

の不動産の再生の取組の全国展開による適正な土地利用を推進する。 

 

第４節 国公有地の利活用等 

１ 国有財産の最適利用の推進 

「新経済・財政再生計画改革工程表 2021」（令和３年 12 月経済財政諮問会議決定）において、国公有

財産の最適利用を推進することとされたように、地方公共団体等と連携しながら、一定の地域に所在する

国公有財産等の情報を共有し、地方公共団体等の意見も尊重しつつ、各地域における国公有財産の最

適利用について調整を行う。 

また、低未利用国有地については、管理コスト低減に向け、積極的な情報発信による買い手の探索や

一時貸付け等の暫定活用の取組を進めるとともに、売却に至らない財産等へ優遇措置を適用するなど、

管理処分手法の多様化を図る。 

さらに、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）を踏まえ、庁舎

等の国有財産を新型コロナウイルス感染症のワクチン接種等のための施設として、地方公共団体等に対

して無償提供し、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に取り組む。また、2050 年カーボンニュートラル

の実現に向けて、庁舎等の国有財産を民間事業者による太陽光発電設備や電気自動車向け充電設備

等の設置場所として提供し、国有財産の新たな活用策に取り組む。 
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２ 公有地の計画的な取得等 

地方公共団体における公共用地取得の迅速化に向けて、用地業務に関する情報提供等の支援を引

き続き推進する。また、公共用地の取得に係る土地の譲渡等について、引き続き税制上の所要の措置を

講じる。 

 

第５節 住宅対策の推進 

１ 住生活基本計画の推進 

「住生活基本計画（全国計画）」（令和３年３月 19 日閣議決定）において、「社会環境の変化」「居住者・

コミュニティ」「住宅ストック・産業」の３つの視点から設定した８つの目標（①「新たな日常」や DX の進展等

に対応した新しい住まい方の実現、②頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の

形成と被災者の住まいの確保、③子どもを産み育てやすい住まいの実現、④多様な世代が支え合い、高

齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの形成とまちづくり、⑤住宅確保要配慮者が安心して暮ら

せるセーフティネット機能の整備、⑥脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストック

の形成、⑦空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進、⑧居住者の利便性や豊かさ

を向上させる住生活産業の発展）に基づき、必要な施策を推進していく。 

 

２ 公的賃貸住宅等の供給の促進 

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯に対

して、公営住宅、地域優良賃貸住宅、都市再生機構賃貸住宅、サービス付き高齢者向け住宅等の良質

な賃貸住宅の供給促進を図る。特に既存ストック・民間活力の重視による効率的な供給を推進し、引き続

き民間賃貸住宅を活用したセーフティネット登録住宅を推進するとともに、登録住宅の改修や入居者負

担の軽減等への支援を行う。 

 

３ 大都市を中心とした市街地住宅供給の積極的推進 

住宅建築・宅地開発に関連して必要となる道路、公園、下水道、河川等の関連公共施設の整備等を

住宅市街地基盤整備事業により総合的に推進する。 

 

４ 既成市街地の再整備による良好な居住空間の形成 

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、密集市街地の整備改善、職住近

接型の住宅供給による街なか居住の推進等を図るため、住宅市街地総合整備事業、優良建築物等整備

事業等を推進する。 

 

５ 良質な住宅ストック等の形成及び住宅ストック等の有効活用 

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律の

一部を改正する法律」（令和２年法律第 62 号）の全面施行（令和４年４月）に伴い、新たに創設された制

度の円滑な運用のため、都道府県等によるマンション管理適正化推進計画の作成を促進するとともに、
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マンションの管理適正化に係る国の基本方針、マンションの管理計画認定制度、除却の必要性に係る認

定制度や敷地分割制度等の周知徹底に引き続き取り組む。 

また、不動産業・不動産管理業における「共創」の取り組みを促進するため、先行事例の認知度向上を

図るとともに、新規参入者向けの環境整備など、成功事例の創出に向けた取り組みを推進する。 

さらに、建築物分野での省エネ対策の加速、木材利用の促進を図るため、「脱炭素社会の実現に資す

るための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律案」（令和４年４月

22 日閣議決定）を令和４年通常国会に提出したところであり、引き続き、法制化に向けて取り組む。 

 

６ 住宅取得対策の充実等 

令和４年度税制改正においては、以下の措置を講ずる。 

① 住宅ローン減税について、以下の措置を講じた上で、適用期限を令和７年 12 月 31 日まで４年延

長する。 

・控除率を 0.7％、控除期間を 13 年等とする。 

・環境性能等に応じた借入限度額の上乗せ措置を講じる。 

・既存住宅の築年数要件（耐火住宅 25 年以内、非耐火住宅 20 年以内）について、「昭和 57 年以

降に建築された住宅」（新耐震基準適合住宅）に緩和する。 

・令和５年以前に建築確認を受けた新築住宅について、合計所得金額 1,000 万円以下の者に限り、 

床面積要件を 40 ㎡以上に緩和する。 

② 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置について、非課税限度額を良質な住宅は 1,000 万円

とした上で、適用期限を令和５年 12 月 31 日まで２年延長する。 

※既存住宅の築年数要件については、住宅ローン減税と同様に緩和 

③ 認定住宅に係る投資型減税について、対象に ZEH 水準省エネ住宅を追加した上で、適用期限を

令和５年 12 月 31 日まで２年延長する。 

④ 省エネ性能等に優れた住宅の普及を促進するため、住宅ローン減税に係る特例措置のほか、以

下のとおり、認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）に係る登録免許税、不動産取得

税、固定資産税の特例措置について、適用期限を令和６年３月 31 日まで２年延長する。 

・登録免許税について 

所有権保存登記（一般住宅 0.15％→0.1％）、所有権移転登記（認定長期優良住宅：一般住宅

0.3％→戸建て 0.2％、マンション 0.1％、認定低炭素住宅：一般住宅 0.3％→0.1％） 

・不動産取得税について（※） 

課税標準からの控除額の特例（一般住宅 1,200 万円→1,300 万円） 

・固定資産税について（※）：新築住宅特例（1/2 減額）の適用期間を延長（戸建て３年→５年、マン

ション５年→７年） 

（※）の特例については認定長期優良住宅のみ。 

⑤ 新築住宅に係る固定資産税の減額措置（戸建て３年間、マンション５年間：1/2 減額）について、適

用期限を令和６年３月 31 日まで２年延長する。 
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⑥ 住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置（保存登記：本則 0.4％→0.15％、移転登記：

本則２％→0.3％、抵当権設定登記：本則 0.4％→0.1％）について、適用期限を令和６年３月 31 日ま

で２年延長する。 

※既存住宅の築年数要件については、住宅ローン減税と同様に緩和 

⑦ 居住用財産の買換え等に係る所得税等の特例措置（譲渡益に係る課税繰延べ、譲渡損に係る損

益通算及び繰越控除）について、適用期限を令和５年 12 月 31 日まで２年延長する。 

⑧ 買取再販事業者により一定の質の向上のための改修工事が行われた既存住宅を、個人が取得し

た場合の登録免許税の特例措置（所有権移転登記：一般住宅 0.3％→0.1％）について、適用期限

を令和６年３月 31 日まで２年延長する。 

※既存住宅の築年数要件については、住宅ローン減税と同様に緩和 

⑨ 住宅リフォーム（耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅化）をした場合の特例措置

について、適用期限を令和５年 12 月 31 日まで２年延長するとともに、省エネリフォームに係る全窓

要件の緩和等を実施する。 

⑩ 被災居住用財産に係る譲渡期限の延長等の特例について、その譲渡期限の要件を５年延長する。 

⑪ マンション建替事業の施行者等が受ける権利変換手続開始の登記等の免税措置について、適用

期限を令和６年３月 31 日まで２年延長する。 

⑫ 「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」（平成 14 年法律第 78 号）における施行者又はマ

ンション敷地売却組合が特定要除却認定マンション又はその敷地を取得する場合の非課税措置に

ついて、適用期限を２年延長する。 

⑬ 宅地建物取引業者等が取得する新築住宅の取得日に係る特例措置（本則６ヶ月→１年）及び一定

の住宅用地に係る税額の減額措置の期間要件を緩和する特例措置（本則２年→３年等）について、

適用期限を令和６年３月 31 日まで２年延長する。 

 

７ 良質な居住環境の形成等 

地域住宅団地再生事業（用途規制の緩和手続やコミュニティバスの導入等に必要な許認可手続のワ

ンストップ化等）をはじめ多様な建物用途の導入、地域公共交通の利便性向上等を通じた住宅団地の再

生を図るなど、低未利用土地の発生抑制や適正な利用等を促進する。また、令和２年度より開始している

住宅団地再生に係るハンズオン支援について、地域住宅団地再生事業を含む住宅団地再生に係る取

組に対する技術的助言等を実施する。 

 

第６節 都市と緑・農の共生するまちづくりの推進 

「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」の活動を拡大するとともに、官民連携・分野横断によるグリ

ーンインフラの実装を推進し、土地・不動産の適正な利用を推進する。また、生態系を活用した防災・減

災の実装に向けた「生態系機能ポテンシャルマップ」の作成方法や活用方策等の技術的な情報をまとめ

た自治体職員向けの手引きを策定し、その情報発信に努める。 

 



 

48 

 

第７節 農地の適切な保全 

農業者の減少の加速化が見込まれる中、農業の成長産業化に向け、分散錯圃の状況を解消し、農地

の集約化等を進めるとともに、人の確保・育成を図る措置を講ずることを内容とする「農業経営基盤強化

促進法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第56号）に基づき、新制度の周知等を図り、取組の一層

の加速化を進める。 

人口の減少、高齢化が進む農山漁村において、農用地の保全等により荒廃防止を図りつつ、活性化

の取組を計画的に推進するための措置を講ずることを内容とする「農山漁村の活性化のための定住等及

び地域間交流の促進に関する法律の一部を改正する法律」（令和４年法律第 53 号）に基づき、新制度の

周知等を図り、取組の一層の加速化を進める。 

 

第８節 森林の適正な保全・利用の確保 

森林の有する多面的機能の高度発揮のため、「森林法」（昭和 26 年法律第 249 号）に規定する森林計

画制度に基づき、地方公共団体や森林所有者等の計画的な森林の整備について、指導・助言を行う。 

また、「森林経営管理法」（平成 30 年法律第 35 号）に基づき、適切な経営管理が行われていない森林

について、その経営管理を市町村や林業経営者に集積・集約化する森林経営管理制度を推進する。 

 

第９節 環境保全等に係る施策の推進 

中長期的な温室効果ガスの排出削減実現のための低炭素なまちづくりを進めるため、第２期「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）の内容も踏まえ、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成

10 年法律第 117 号）に基づく地方公共団体実行計画の策定・実施の推進や、「都市の低炭素化の促進

に関する法律」（平成 24 年法律第 84 号）に基づく「低炭素まちづくり計画」や「都市再生特別措置法」に

基づく「立地適正化計画」の作成や同計画に基づく取組に対して支援する。具体的には、「地球温暖化

対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」（令和３年法律第 54 号）に基づく地域の脱炭素化の

推進、地方公共団体実行計画の策定・実施の支援のための情報基盤の整備、再生可能エネルギーや自

然資本の活用による災害に強く環境負荷の少ない都市構造への転換や、「低炭素まちづくり計画」や「立

地適正化計画」に基づく財政措置や各種の税制等を活用し、都市機能の集約化とこれと連携した公共交

通機関の一体的な利用促進、都市のエネルギーシステムの効率化による低炭素化、ヒートアイランド対策、

都市緑化等を推進する。 

 

第 10 節 文化財等の適切な保護及び良好な景観形成の推進等 

歴史的な集落・町並みについては、市町村による伝統的建造物群保存地区の保存と活用に関して指

導・助言を行い、さらに、重要伝統的建造物群保存地区の選定等を進めるとともに、その保存と活用を図

る。 

地域の歴史的な風情、情緒を活かしたまちづくりを推進するため、「地域における歴史的風致の維持

及び向上に関する法律」（平成 20 年法律第 40 号）に基づき、歴史的風致維持向上計画の認定を進める

とともに、計画に基づく取組への支援を行う。また、良好な景観の形成や歴史的風致の維持・向上を推進
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するため、景観・歴史資源となる建造物の改修等の支援を行う。 

 

第 11 節 適正な土地の管理の確保方策の推進 

１ 周辺に悪影響を与える管理不全の土地等に関する対策 

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律」による改正後の

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（平成 30 年法律第 49 号）（以下、「所有者不

明土地法」という。）に基づき、適正に管理されていない所有者不明土地について、周辺の地域における

災害の発生や環境の著しい悪化を防止するため、市町村長による代執行等を可能とする新制度につい

て、ガイドラインの作成や普及啓発等の施行に向けた準備を着実に行うとともに、施行後の制度が円滑に

運用されるよう支援を行う。 

 

２ 民民関係での適正な土地の管理の確保（民事基本法制の見直し） 

所有者不明土地の管理に特化した所有者不明土地管理制度の創設、土地の管理不全化に対応する

ための管理不全土地管理制度の創設、隣地等を円滑・適正に使用するための相隣関係規定の見直し等

の民事基本法制の見直しを内容とする「民法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 24 号）が令和

３年４月 21 日に成立し、同月 28 日に公布された。これらの規定の施行日は令和５年４月１日とされてお

り、今後、新たな制度の内容を周知するなど、施行に向けた準備を進める。 

 

第 12 節 所有者不明土地問題への対応方策の推進 

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律」による改正後の

「所有者不明土地法」に基づき、市町村をはじめとする地域の関係者が行う取組を支援し、所有者不明

土地の利用の円滑化の促進と管理の適正化を図るため、ガイドラインの改訂・作成や普及啓発等の施行

に向けた準備を着実に行うとともに、施行後の制度が円滑に運用されるよう支援を行う。また、地方公共

団体への支援の充実及び「所有者不明土地法」のより一層の理解の深化を図るため、地方整備局、法務

局、地方公共団体、関係士業団体等を構成員とした連携協議会の活動の拡充を行う。 

また、共有者の一部が不明である土地を円滑・適正に利用するための仕組みや、ライフラインの導管

等を設置するために他人の土地を使用することができる制度等の民事基本法制の見直しを内容とする

「民法等の一部を改正する法律」が令和３年４月 21 日に成立し、同月 28 日に公布された。これらの規定

の施行日は令和５年４月１日とされており、今後、新たな制度の内容を周知するなど、施行に向けた準備

を進める。また、平成 30 年１月に取りまとめた「所有者不明私道への対応ガイドライン」につき、新たな制

度を踏まえて改訂し、その普及を図る。 

さらに、相続登記の申請が義務化されていないことや特に価値の低い土地を相続した者には相続登

記手続に対する負担感があることなどを背景として相続登記がされないまま放置された所有者不明土地

が発生していることを踏まえ、「民法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 24 号）により「不動産登

記法」（明治 32 年法律第 24 号）の一部を改正し、相続登記の申請の義務化や登記手続の負担軽減策

等の新たな制度を創設した。相続登記の申請義務化関係の改正は令和６年４月１日施行とされており、
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今後、新たな制度の内容を周知するなど、施行に向けた準備を進める。 

加えて、相続等により土地を取得した者が一定の要件の下で土地の所有権を手放して、国に土地を帰

属させる制度の創設を内容とする「相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律」（令

和３年法律第 25 号）が令和３年４月 21 日に成立し、同月 28 日に公布された。同法の施行期日は令和５

年４月 27 日とされており、今後、新たな制度の内容を周知するなど、施行に向けた準備を進める。 

 

第 13 節 安全保障等の観点に基づく土地利用に係る調査及び規制 

「重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」

（令和３年法律第 84 号）の施行に向けた準備を進め、同法施行後、土地等利用状況調査等の措置を着

実に実施する。 

 

第３章 土地の取引に関する施策 

第１節 不動産取引市場の整備等 

不動産流通市場の整備・活性化を進めるための施策を総合的に推進するため、以下の施策を行う。 

① 「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」（令和３年法律第 37 号）による

宅地建物取引業法の一部改正が令和４年５月に施行され、重要事項説明等における書面の電磁的

方法による交付等が可能になったことを踏まえ、関係する法令やマニュアルを周知することなどによ

り、不動産取引のオンラインでの完結を可能とするための環境整備を推進する。 

② 不動産 ID の利活用による不動産関連情報の連携・蓄積・活用の促進のため、不動産 ID の制度の

周知を行うとともに、ID の利活用促進に向けた環境整備に係る検討を行う。 

③ 地方公共団体が把握・提供している空き地・空き家の情報について、横断的に簡単に検索するこ

とを可能とする「全国版空き家・空き地バンク」の活用促進を通じた需要と供給のマッチングにより取

引を促進する。 

④ インスペクションの活用促進や、インスペクションが行われた既存住宅であること等を示す安心Ｒ住

宅制度等を通じ、売主・買主が安心して取引ができる市場環境を整備し、既存住宅の流通を促進す

る。 

 

第２節 不動産投資市場の整備 

不動産特定共同事業の意義・活用のメリットや好事例、成功のポイントをまとめた「不動産特定共同事

業（FTK）の利活用促進ハンドブック」を周知するとともに、専門家派遣等により、遊休不動産の再生等に

資する、クラウドファンディングを活用した不動産特定共同事業の形成を促進する。 

また、不動産特定共同事業におけるデジタル技術を活用した出資持分に係る制度のあり方等につい

て調査・検討を行う。 

 

第３節 土地税制における対応 

新型コロナウイルス感染症により打撃を受けた我が国経済の早期回復の実現や、土地の有効利用の
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促進などの観点から、税制上の措置を講ずる。 

令和４年度税制改正において講じる主な措置は、以下のとおりである。 

⑴ 景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置について、

激変緩和の観点から、令和４年度に限り、商業地等における課税標準額の上昇幅を評価額の 2.5％

（現行：5％）とする。 

⑵ 「所有者不明土地法」に基づく地域福利増進事業に係る所得税等の税率の特例措置について、

対象となる事業等を拡充する。 

⑶ 建設工事や不動産流通のコストを削減し、消費者負担を軽減することにより、建設投資の促進、不

動産取引の活性化を図るため、工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税について、

現行の軽減措置を延長する。 

 

第４節 不動産市場における国際展開支援 

ASEAN（東南アジア諸国連合）諸国等の政府職員に対する研修などを通じて、我が国不動産企業の

進出先におけるビジネス環境の改善に資する制度の整備・普及を支援するとともに、二国間の枠組や国

際交渉等の場を活用し、現地における事業実施に当たっての法的安定性の確保や制度・運用の改善等

を通じてビジネス環境の整備を図る。 

 

第５節 土地取引制度の適切な運用 

土地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去し、適正かつ合理的な土地利用

を確保するため、引き続き、土地取引情報等を把握する土地取引規制基礎調査等を実施し、「国土利用

計画法」（昭和 49 年法律第 92 号）に基づく土地取引規制制度等の適切な運用に努める。 

 

第４章 土地に関する調査の実施及び情報の提供等に関する施策 

第１節 国土調査の推進等 

市町村等が行う地籍調査について、令和２年度からの「第７次国土調査事業十箇年計画」に基づき、

所有者不明等の場合でも円滑に調査を進めるための手続や、地域特性に応じた効率的な調査手法の導

入を促進しつつ、社会資本整備が予定される地域等の政策効果の高い地域での地籍調査を重点的に

支援することにより、地籍調査を推進する。 

また、山村部における航空レーザ測量等のリモートセンシングデータの活用や都市部における MMS

（モービルマッピングシステム）による計測データの活用などの地域特性に応じた効率的な地籍調査手法

について、国が基礎的な情報を整備し、その適用手法等を蓄積・普及することにより、市町村等における

導入を推進する。 

さらに、民間事業者や地方公共団体の公共事業部局等が作成する地籍調査以外の測量成果を、地

籍調査と同等以上の精度を有するものとして地籍整備へ活用できるよう支援を行う。 

このほか、地籍調査の円滑な推進のため、新制度や新手法の周知・普及を図るとともに、調査上の課

題の克服に向けた助言を行う経験豊富な専門家を市町村に派遣するなど、市町村等への支援を行う。 
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加えて、地籍調査をより円滑かつ迅速に推進する方策を検討し、所要の措置を講ずる。 

 

第２節 国土に関する情報の整備等の推進 

基盤地図情報、主題図、台帳情報、統計情報、空中写真等の地理空間情報を高度に活用できる社会

の実現に向け、「地理空間情報活用推進基本計画」（令和４年３月 18 日閣議決定）に基づき、基盤地図

情報をはじめとした社会の基盤となる地理空間情報の整備・更新や、Ｇ空間情報センターを中核とした地

理空間情報の流通・利活用の推進、地理空間情報を活用した技術を社会実装するためのＧ空間プロジ

ェクトの推進を行う。また、産学官の連携によりＧ空間 EXPO を開催するなど知識の普及、人材の育成等

を推進する。 

また、「スマートシティ」をはじめとするまちづくりＤＸのデジタルインフラとなる３Ｄ都市モデルの整備・活

用・オープンデータ化を行うプロジェクト「ＰＬＡＴＥＡＵ」を推進し、３Ｄ都市モデルの整備・オープンデータ

化、先進的なユースケースの開発に取り組む。 

 

第３節 土地に関する登記制度の整備 

全国の都市部における地図混乱地域のほか、大都市や地方の拠点都市の枢要部等、地図整備の緊

急性及び必要性が高い地域について、登記所備付地図作成作業を重点的かつ集中的に行う。 

 

第４節 不動産取引情報の推進等 

令和５年地価公示は、制度インフラとしての役割を果たすために、全国 26,000 地点の標準地について

実施する結果に基づき、地価動向の分析結果の公表を行う。また、令和４年都道府県地価調査について

は、各都道府県知事が実施する結果に基づき、地価動向の分析結果の公表を行う。さらに、地価動向を

先行的に表しやすい三大都市圏等の主要都市の高度利用地 80 地区について、四半期毎の地価動向

を「地価 LOOK レポート」として公表する。地価公示等について、地価の個別化・多極化に対応した調査

方法の見直しを行うなど、よりきめ細やかに地価動向を把握・発信する。 

 

第５節 災害リスク等についての情報の提供等の推進 

社会のニーズに応じた防災・減災に資する浸水想定や地域の土地の災害履歴等の災害リスク情報、

不動産価格情報、「空き家・空き地バンク」に関する情報などを地理空間上において活用可能とするため

の情報の整備・公開・活用の推進、三次元化等により都市情報を可視化する「i-都市再生」の技術開発

等を通じ、土地の利用・管理・取引に関する施策の円滑な実施を促進する。 

 

第５章 土地に関する施策の総合的な推進 

第１節 国・地方公共団体の連携協力 

具体的な PPP/PFI 案件形成を促進するため、地域プラットフォームの全国への普及を促進する。その

際、人口規模が小さい地方公共団体においても案件形成がなされるよう、また、地方企業の案件への参

加が促進されるよう、全国の地方公共団体や、地元企業、地域金融機関の地域プラットフォームへの参
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画を促す。あわせて、専門家の派遣や地方公共団体職員・地域事業者向けの研修・セミナーの実施等に

よる人材育成、官民対話の機会創出のほかに、市町村長との意見交換会を開催し、地方公共団体にお

ける PPP/PFI の案件形成を促す。 

 

第２節 関連分野の専門家等との連携協力 

都市再生機構において、その有するノウハウや技術をいかし、まちづくり事業に関する構想・計画策定

に対する技術支援等を行う。 

 

第３節 土地に関する基本理念の普及等 

土地白書の公表や、ポスターコンテストを実施するなど 10 月の「土地月間」（10 月１日は「土地の日」）

に関する活動等を通じて、関係団体と連携しつつ、土地に関する基本理念の普及等を図るとともに、土

地に関する各種施策・制度等の紹介を行う。民事基本法制の見直しや「所有者不明土地法」の改正等に

よる土地に関する制度の変化を踏まえ、広報活動の強化を行う。 

 

第４節 資金・担い手の確保 

民間の創意工夫と事業意欲を積極的に活用しつつ良好なまちづくりを進めていくため、MINTO 機構

の支援業務を引き続き推進する。具体的には、エリアマネジメントを行うまちづくりファンドを地域金融機

関と共同で立ち上げ、複数のリノベーション事業等を連鎖的に進めていく。あわせて、地方公共団体等の

まちづくりファンドを通じて、クラウドファンディングやふるさと納税等を活用したまちづくり事業を支援し促

進していく。また、老朽ストックを活用したテレワーク拠点等の整備を行う者に対し出資等を行うまちづくり

ファンドにより、新型コロナウイルス感染症拡大を契機として、新たに求められる柔軟な働き方等の実現を

推進していく。 

さらに令和４年度より、環境性能の向上に資する設備の整備を支援対象に加え、都市の脱炭素化を推

進する。 

 

第６章 東日本大震災と土地に関する復旧・復興施策 

第１節 土地利用関連施策 

１ 宅地関連施策 

被災市街地等において、被災者用住宅、福祉施設、商業施設等の一体的な整備を図るため、市街地

再開発事業により、土地の整備、共同施設の整備等に対する支援を行う。 

 

２ 農地関連施策 

「第２期復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和３年３月９日閣議決定） 

等に基づき、農地・農業用施設の災害復旧、これと併せて行う区画整理等の事業を実施する。また、農業 

基盤の整備計画の策定や、区画整理、換地等に伴う農地集積のための農業者団体等による調査・調整

活動への支援を行う。 
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３ 土地利用再編等に向けた取組 

「東日本大震災復興特別区域法」（平成 23 年法律第 122 号）の復興整備計画制度に基づき、許認可

やゾーニングに係る手続のワンストップ処理、これらの許可に係る基準の緩和等の特例の活用を図り、復

興に向けたまちづくり・地域づくりを進めていくために必要となる市街地の整備や農業生産基盤の整備等

の各種事業の円滑かつ迅速な実施を促進する。 

 

第２節 住宅関連施策 

１ 災害公営住宅等の供給の支援 

自力での住宅再建・取得が困難な被災者に対して、地方公共団体が災害公営住宅を供給しており、

家賃低廉化等に係る費用に対する支援及び譲渡に係る特例措置を引き続き講ずる。 

 

２ 個人の住宅再建等への支援 

引き続き、被災者の住宅再建等を支援するため、住宅金融支援機構による災害復興住宅融資につい

て、金利の引下げや元金据置期間の延長等を行うほか、宅地に被害が生じた場合についても支援する

ため、災害復興宅地融資を実施する。 

 

第３節 被災自治体による土地活用の取組の推進 

土地区画整理事業等による造成宅地や防災集団移転促進事業による移転元地等の活用について、

計画段階から土地活用等の段階まで、ハンズオン支援により地域の個別課題にきめ細かく対応し、復興

施策と一般施策とを連携させ、政府全体の施策の総合的な活用を図りながら、被災地方公共団体の取

組を引き続き後押しする。 

 

第４節 土地情報関連施策 

１ 土地境界の明確化の推進 

東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災地（岩手県、宮城県、福島県及び熊本県）において、復

旧・復興の更なる推進に寄与するため、登記所備付地図作成作業を実施する。 

 

２ 適正な取引確保のための土地取引情報の提供 

被災地における適正な土地取引を確保するため、宮城県、福島県及び仙台市の求めに応じて、土地

取引の登記情報を福島県及び仙台市に、取引価格情報を宮城県、福島県及び仙台市に提供を行う。 

 

第５節 税制上の措置 

東日本大震災の被災者等の負担の軽減及び復旧・復興へ向けた取組の推進を図る観点から、土地等

の取得、保有、譲渡それぞれの段階において、必要な税制上の措置を引き続き講ずる。 




